
１．議論の焦点
　５月２７日、横浜市会では、少子高齢化、人口減少社会の進展による将来の長期財政推計上の収支不足を
解決する『財政ビジョン』の策定に関する質疑が行われました。自民党からは歳出改革の考え方やＤＸ推進
の効果、データの活用とアウトカム（成果）志向の予算編成、安定税収を生み出す経済戦略、大都市横浜の成
長戦略、特別自治市制度など、幅広く内容にわたり、市長との議論をすすめました。
２．財政ビジョンと中期計画の整合性に疑問
　『財政ビジョン』と年内に策定される中期４か年計画（２０２２－２０２５）との『矛盾』が指摘されてい
ます。山中市長は、昨年の市長選挙で公約に示した「３つのゼロ」や「中学校給食」などの事業を実現させよ
うと、中期４か年計画（２０２２―２０２５）（素案）に反映しました。
しかし、選挙公約で示した事業の実現には、莫大な予算が必要となることが明らかです。一方で、減債基金
に頼らない財政ビジョンの健全化策としての歳出改革は、「事業の選択と集中」を行うものです。中期４か
年計画に市長公約を盛り込むことは、財政ビジョンと矛盾し、市民にとっても「公平性」、「平等性」、「納得
性」が得られないことは明白です。
３．横浜の成長をつくる政策課題　
　山中市長は、横浜の成長には、人口の自然増と社会増の両面が不可欠として、若い子育て世代を横浜に呼
び込む政策を重視しようとしています。しかし、子育て世代を横浜に呼び込む投資が、成果となって市の税
収増に結びつくまでには、タイムラグが発生します。そのため、速効性のある増収政策への積極的な財政出
動が必要です。それは、「ＤＸ」、「ゼロカーボン」、「観光ＭＩＣＥ」、そして「スタートアップ」による法人税
収獲得施策です。

　２０２１年４月、国は２０３０年度の温室効果ガス排出量を４６％削減（２０１３年度比）とすることを
うけ、2022年横浜市では国の目標を上回る２０３０年度５０％削減（２０１３年度比）を設定しました。
　横浜市では、『横浜市地球温暖化対策実行計画』を策定していますが、２０３０年度部門別削減目安をみ
ると、新たな課題が見えてきました。それは、『家庭部門における排出量削減が少ない』という課題です。
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家庭部門の方策（参考：地球温暖化対策計画　令和３年１０月閣議決定）
１．住宅の省エネルギー化
　①�建築物省エネ法の改正と省エネルギー基準適合義務対象外住宅の２０２５年度までの省エネルギー基準への

適合の義務化
　②２０３０年度以降の新築住宅のＺＥＨ基準水準の省エネルギー性能の確保
　③整合的誘導基準・住宅トップランナー基準の引上げ、省エネルギー基準の段階的な水準の引上げ
２．高効率な省エネルギー機器の普及
　①トップランナー基準の遵守と高効率照明やエネルギー効率の高い給湯設備の更なる普及
　②家庭用燃料電池（水素燃料電池を含め）のさらなる導入
　③省エネルギー性能の高い中・大型浄化槽の導入を促進する。
３．徹底したエネルギー管理の実施
　①ＨＥＭＳ・スマートメーター・スマートホームデバイス導入と徹底したエネルギー管理の実施

【温室効果ガス５０％削減時の部門別排出量】

横浜の成長に向けた積極的投資を！
　『観光振興』と『脱炭素化投資』に注力すべき。
　５月２２日、JR桜木町駅前で行われた街頭演説会に、小泉

進次郎前環境大臣とともに、菅 義偉第９９代内閣総理大臣が、来られました。
　菅 義偉前首相は在任中、観光立国日本の成長戦略として、IR(統合型リゾート)の
推進や２０５０年までに温室効果ガス排出をゼロにするカーボンニュートラル宣言、デジタ
ル庁の創設など、多くの実績を残されました。特に、新型コロナウィルス（デルタ株）の感
染第五波が急拡大する中、１日１００万回を超えるワクチン接種を実現させ、コロナウィル
ス収束への道筋をつけられたことは記憶に新しいところです。加えて、携帯電話料金の大幅引き下げによる家計収支
改善や不妊治療の保険適用など、矢継ぎ早に国民生活の安心の実現に取り組んでこられました。
　ロシアのウクライナ侵攻から4か月を経過した中、わが国は、外交・防衛、エネルギー、食糧、物価、円安など、多くの
課題が山積しています。人口３７７万人を擁する日本最大の基礎自治体「横浜」も例外ではありません。
　菅　前首相からは、「横浜経済の成長には、円安を逆手にとった観光振興により、インバウンド客の旅行消費拡大
が必要であり、そのことが市内雇用の増加につながる」、「脱炭素化への国・自治体と企業の積極的推進により海外投
資を呼び込む」など訴えられました。まさに、『横浜の成長エンジンは「観光」と「環境」にある。』との私の主張と同じ
考えであります。
　横浜市は人口減少社会における税収減と社会保障経費などの義務的経費の増大がもたらす「財政の硬直性」が
課題です。これを解決するため『量入制出』（入るを量りて、出ずるを制す）、すなわち、財政規律が最重要であること
は認識しますが、一方で、「成長（観光と環境）」を育てる戦略的、積極的な財政出動は、行うべきタイミングを逃しては
なりません。
　横浜の成長は、国の成長にもつながります。今こそ、国に対し、横浜市の観光戦略と脱炭素化戦略を発信するチャン
スです。

第19回　リモート市政報告会
テーマ『2030年温室効果ガス５０％削減と財政ビジョン』

Zoomミーティングで行います。6月２８日（土）午後1時～午後2時

皆様からの質問を受け付けています。ホームページをご覧ください。
ミーティングID	 681 204 5915
パスコード	 i83zsh

※�業務部門（オフィス・商業施設）、産業部門（製造業・建設業）、家庭部門（家庭）、エネルギー転換部門
（電気・ガス・石油精製）、運輸部門（自動車、鉄道・船舶）

　２０１３年度排出量①から２０１９年度
排出量②への削減傾向（トレンド）から、
２０３０年度の排出量見通し（トレンドケー
ス）を想定すると（③）、業務部門や産業
部門は、国の削減目安をほぼ達成する
見通しですが、家庭部門、エネルギー転
換部門、運輸部門の排出量（トレンドケ
ース）④は、国の削減目安⑤より下回って
います。横浜市が２０３０年度排出量削
減率目標５０％を達成するためには、排出量削減目標⑥にまで低減しなければなりません。


